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「中小企業リスキリング支援事業」の周知に関するお願い 

 

 厚生労働行政の運営につきましては、平素より格別のご理解とご協力を賜り、厚く御礼を

申し上げます。 

 さて、現在、デジタル化等に向けた取組が企業や介護施設などにおいて進められつつあり、

また、それに伴う新しい知識やスキルを習得する、いわゆるリスキリングの必要性が高まっ

てきております。 

このため、弊省では、（株）ベネッセコーポレーションを事業実施者とし、本年６月より

中小企業の皆様を対象として「中小企業リスキリング支援事業」を立ち上げました。本事業

では DX 等に向け、人材育成をはじめとした支援の有効な活用について皆様とともに考え、

プランニングをしてまいります。慣れない支援を受けられる際、地方自治体や独立行政法人

などの支援実施機関にも同行させていただき、ともに説明をさせていただくなど、皆様に寄

り添った支援をいたします。 

本事業が、少しでも多くの施設の皆様にご利用いただければと願っており、つきましては、

添付させていただきました当該事業のリーフレットをもとに、貴支部様とかかわりがあり

ます各施設様への周知にご協力をいただけますと大変幸いに存じます。 

  

本事業は、以下のサイトで案内していますので、必要に応じてご参照ください。 

【中小企業リスキリング支援事業サイト】https://reskilling.mhlw.go.jp/ 

 

なお、当該事業に関するお問い合わせは、各施設様よりリーフレットを通じて、電話もし

くはＨＰにおけるフォームよりご連絡を頂くことで、受託者である（株）ベネッセコーポレ

ーションより責任を持って対応させていただきます。 

 今後とも何卒よろしくご配慮方お願い申し上げます。 



より介護事業者の皆様に大切なお知らせです。

介護業界にお勤めの皆さまへ

「中小企業リスキリング支援事業」は、中小企業の持続的な成長を支援するために、

厚生労働省が提供する公的支援サービスです。

人に関する様々な業務課題を抱える中小企業の皆さま向けに、無料相談窓口を設置いたしました。ご相談を通じて整理した貴社の課題に
沿った、最適な支援機関・研修等にご案内。コンシェルジュが“オリジナル診断シート”をお渡しし課題解決まで伴走支援を行います。

どんな些細なお悩みでも構いませんので、お気軽にご相談ください。

相談
無料

ｚ
電話
相談

訪問
相談

オンライン
相談

ご支援先の機関・サービス例

独立行政法人 高齢・障害・求職者
雇用支援機構（JEED）

民間の研修サービス 人材開発支援助成金

職業訓練・人材育成・障碍者雇用支援などを行う公的機関です。
中小企業向けには、社員研修の講師派遣、職業訓練メニューの紹
介、助成金制度の案内など、人材確保や育成に役立つさまざまな
支援を行っています。

2 3
専門分野に特化した実践的な研修や、オンラインで受講でき
る学習サービスなど、目的や業種に応じて柔軟に活用できる
のが特徴です。人材育成を外部に任せたい企業にも最適です。

従業員の職業訓練やスキルアップにかかる費用の一部を助成
する制度です。OJTや外部研修の参加費、講師謝礼などが対
象になるため、中小企業が人材育成に取り組みやすくなりま
す。

①DX推進の必要性は理解しているが、何から着手すべ
きか分からずコストもかけたくない

業務で活用できるような日常業務に近い内容からDX推進を行い徐々にレベルアップしていきたい！

課題 ご提案 成果

▼詳細は
下のQRコードから

募集要項

対象

申込方法

申込期間

宮城県・東京都・大阪府・香川県・福岡県のいずれかの地域に事業所が所在する中小企業の経営者および社員

2025年5月30日～2025年12月頃＊期間は変更の場合もございます。詳細はWEBサイトにてご確認をお願いいたします。

本事業の詳細についてはWEBサイトからご確認いただき、お申込ください。

TEL 0120-504-268

中小企業診断士資格保有者など、中小企業に精通した

プロの相談員がDX化推進や人手不足、

生産性向上や業務効率化など、

貴社の課題に寄り添った伴走支援を行います。

WEBサイト https://reskilling.mhlw/go/jp ＊受付時間：月～金 10:00-17:00（祝日を除く）＊通話料はお客様のご負担となります。
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実際のご提案イメージ（例）

②バックオフィス業務（勤怠管理、助成金手続き、法改正
対応など）が煩雑で業務効率が悪い

③現場の声（介護士・看護師）と経営層・事務方の意思疎
通がうまくいかない

④個人に依存したデータ管理・システム運用になってお
り、担当者不在で業務が滞るリスクがある

DX推進に向けた優先順位付けを伴走支
援。助成金のご紹介。

専門家のサポートを通じて、DX導
入の優先順位が明確になりコスト
も削減

職員が事務作業に追われず、本来
の介護・看護業務に集中できる体
制を整備できる

突発的な欠勤や退職があっても業
務が止まらず、施設運営が安定す
る

研修を通じてITを活用した情報共
有の仕組み（オンライン日報、クラ
ウド勤怠など）を導入できる

JEEDにおける「IT新技術による業務改善
」研修コースのご紹介。

JEEDにおける「チーム力の強化と中堅・
ベテラン従業員の役割」研修コースのご紹
介。

JEEDにおける「職業能力の整理とノウハ
ウの継承」研修コースのご紹介。

⑤デジタル人材が不足しており、採用も難しい中、社
内でのDXスキル育成・定着が急務となっている。

社内で活用できるeラーニング学習サービ
スのご紹介。

新規採用に依存せず、既存社員のDXス
キルを底上げすることで人材不足を
補える。全社的にDX推進される。

DX人材育成に

関する相談窓口


